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第１部 人口編       
１ 人口動向 

２ 将来推計 



４ 

１．人口動向                                     

１ 人口推移 

（札幌市の年齢（3区分）別人口の推移） 

■昭和 ２５ 年（1９５０ 年）に ４０ 万人程度だった人口は、平成 ２７ 年（２０1５ 年）に

1９５万人まで増加しました。 

■増加規模は昭和 3５ 年（1９６０ 年）以降急激に拡大しましたが、昭和 ５０年（1９７５

年）以降縮小しています。 

※各年 1０月 1日現在。現在の市域に組替えた数値である。年齢「不詳」を除く。 



５ 

２ 自然動態 

（出生数及び死亡数の推移） 

■自然増加数（出生数－死亡数）は昭和 ５０ 年（1９７５ 年）から縮小傾向が続き、平成

２1年（２００９年）には初めて自然減少に転じました。 

■減少規模は一貫して拡大を続けています。 



６ 

（札幌、全国、北海道、東京都の合計特殊出生率の推移） 

■札幌市の令和元年（２０1９ 年）の合計特殊出生率は 1.1２ で、都道府県で最も低い

東京都（1.1５）を下回っています。 

■年齢別出生率を５歳階級別にみると、２５ 歳～3９ 歳の年齢層が上位の３つとなっ

ており、この年齢層の出生率の低さが大きな影響を与えています。 

＜資料＞札幌市 
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３ 社会動態（転入、転出） 

（転入者及び転出者数の推移（各年中）） 

（転入超過数の推移（各年中）） 

■転入者数は平成 ２ 年（1９９０ 年）以降減少傾向で、近年は６万人台で推移していま

す。 

■市外への転出者数も同様に減少傾向で、近年は５万人台で推移しています。 

■転入超過数は社会経済情勢の影響を受けながら推移し、近年は７千～１万人台で推

移しています。 

＜資料＞札幌市 

※住民基本台帳による。日本人のみの数値である。 

※住民基本台帳による。日本人のみの数値である。 
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２．将来推計                                      

１ 将来推計人口 

■平成 ２７ 年（２０1５ 年）の国勢調査結果を基に独自に推計した将来推計人口では、

札幌市の人口は、ここ数年のうちに減少局面に転じることが見込まれています。 

が一致しない場合がある。 



９ 

２ 将来人口に及ぼす自然増減の影響 

（将来推計人口の比較） 

■合計特殊出生率が上昇すると仮定した場合では、想定１では ２０４０ 年に総人口が

1９２万人になると推計され、将来推計人口と比べて９万人多くなります。 

■想定２では、２０４０ 年に 1８９ 万人になると推計され、想定１と比べて３万人少なく

なります。 

想定１：合計特殊出生率が ２０3０ 年に 1.６５（札幌市民の希望出生率）、２０４０ 年に

1.８（国民の希望出生率）、２０５０年に２.０７（人口置換水準）まで上昇。 

想定２：想定１より、それぞれ 1０年遅れて出生率が上昇。 

1８3 

1５５ 

1９２ 

1８０ 

1８９ 

1７3 

13０

1５０

1７０

1９０

２1０

万

将来推計人口

想定1

想定２

（年）

(万人)

＜資料＞総務省「国勢調査」、札幌市 



1０ 
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第２部 財政編       
１ 財政状況の推移と長期的見通し 

２ 他都市比較 



1２ 

１．財政状況の推移と長期的見通し                      

１ 歳入の状況（一般会計決算） 

（過去 1０年間の歳入総額の推移） 

■歳入総額は増加傾向です。これは、障がい福祉サービスや保育所等の利用者の増に

伴う国庫支出金の増加によるものです。 

■歳入の中で最も多いのは市税ですが、近年は歳入全体の約３割にとどまっていま

す。 

■小・中学校等教職員の給与負担事務が北海道から移管されたことに伴い、平成 ２９

年度（２０1７ 年度）はその他（北海道からの交付金）や地方交付税、国庫支出金が増

加し、平成 3０ 年度（２０1８ 年度）は市税が増加しました（北海道からの税源移譲に

よる）。 

２,７５1 ２,７７1 ２,７3８ ２,７９５ ２,８６８ ２,８５９ ２,８８1 ２,９２４ 3,２５９ 3,3８９ 

1,０２７ 1,００４ 1,０５２ ９６3 ９２3 ９1２ ９11 1,０６０ 
1,０４６ 1,1０９ 

1,９７1 ２,０６1 ２,０５７ ２,1８７ ２,２33 ２,3９４ ２,５５６ 
２,６５９ 

２,６８９ 
２,８９２ 

1,０７3 1,０８７ ９４７ ９５２ ９５２ ９０６ ８５1 
８２3 

８０６ 
７６９ 

７７3 ６６1 ８1０ ８２９ ９９８ ８1０ 
1,０31 

1,０４1 
９４９ 

８８５ 

７４４ ７７４ ８3８ ７９1 
９3７ ９９７ 

1,００４ 
1,3２４ 1,13６ 

９８４ 

計８,33９ ８,3５８ ８,４４２ ８,５1７ 
８,９11 ８,８７８ 

９,２3４ 

９,８31 ９,８８５ 1０,０２８ 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

1０,０００

1２,０００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

市税 地方交付税 国・道支出金 諸収入 市債 その他

(億円)

(年度）
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（市税収入の推移） 

■個人市民税と固定資産税が全体の７割以上を占めています。 

■近年は、納税者数の増加などにより個人市民税が、建物の新築・増築などにより固

定資産税が、それぞれ増えてきています。 

９13 ８９９ ９２６ ９3９ ９６６ ９８1 1,０００ 1,０２０ 
1,33６ 1,４1０ 

２６1 ２６０ ２７５ ２８８ 31６ ２９７ ２８3 ２８９ 

２９６ 
31６ 

1,1０７ 1,11８ 1,０５８ 1,０７1 1,０８６ 1,０８3 1,０９８ 1,11５ 

1,1２５ 
1,1５3 

４７０ ４９４ ４８０ ４９７ 
４９９ ４９８ ５００ ５００ 

５０1 
５1０ 

計２,７５1 ２,７７1 ２,７3８ ２,７９５ 
２,８６８ ２,８５９ ２,８８1 ２,９２４ 

3,２５９ 
3,3８９ 

０

５００

1,０００

1,５００

２,０００

２,５００

3,０００

3,５００

４,０００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

(億円)

(年度）
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２ 歳出の状況（一般会計決算） 

（過去 1０年間の歳出総額の推移） 

■歳出総額も増加傾向です。これは障がい福祉サービスや児童福祉費の増による保

健福祉費の増加によるものです。 

■歳出の中で最も多いのは保健福祉費であり、歳出全体の3９％を占めています。 

■令和元年度（２０1９ 年度）は幼児教育・保育無償化による認定こども園・幼稚園・保

育園等の運営のための給付に伴う増等により、保健福祉費は前年度から1６７億円

の増加となりました。 

２,７６９ ２,９４７ 3,０６８ 3,1５４ 3,31０ 3,４４８ 3,６７２ 3,６11 3,７４1 3,９０８ 

８０２ ７５７ ９０４ ９1６ 
1,００４ ９５６ 

1,０3６ 1,０４５ 1,０７８ 1,０４８ 
８５９ ９０1 

７８６ ７８５ 
７８９ ７７1 

７２７ ６７６ ６５０ ６3２ 

２６８ ２７５ ２７９ ２８５ 
４６５ ４０５ 

５０８ ４６８ ４２1 3７２ 

3６3 3５3 3７６ ４０５ 
４５3 3７５ 

４２3 ４31 ４４1 ４７２ 

1,００９ ９６０ ９７０ ９1５ 
８８９ ８８０ 

８５５ ８４８ ８６５ ８７５ 
９５５ ９3６ ８９８ ８７７ 

８６６ ８７７ 
８４3 

1,５５７ 1,５５０ 1,５５２ 
1,２1６ 1,11６ 1,０９０ 1,０８3 

1,０５1 1,０９６ 
1,０７５ 

1,０５７ 1,０６５ 1,０６４ 

計８,２４1 ８,２４５ ８,3７1 ８,４２０ 
８,８２７ ８,８０８ 

９,13９ 

９,６９3 ９,８11 ９,９２3 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

1０,０００

1２,０００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

保健福祉費 土木費 経済費 総務費 教育費 公債費 職員費 その他

(億円)

(年度）
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３ 義務的経費の推移（普通会計） 

（人件費の推移） 

（扶助費の推移） 

■人件費は、人事委員会勧告を踏まえた給与の改定、業務委託による民間活力の導

入や事務・事業の見直しによる職員数の適正化等により、減少傾向にあります。平

成 ２９ 年度（２０1７ 年度）の増加は、教職員の給与負担事務の移管などに伴うもの

です。 

■扶助費は、障がい福祉費や児童福祉費の増などにより増加傾向にあります。最も多

いのは生活保護費ですが、近年は横ばいです。 

1,０3９ 1,０1６ ９７７ ９５3 ９４９ ９６２ ９２２ 

1,６3７ 1,６3５ 1,６3６ 

０

５００

1,０００

1,５００

２,０００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

(億円)

(年度）

1,1５６ 1,２２６ 1,２８６ 1,２９４ 1,２９６ 1,２９７ 1,２９２ 1,２９２ 1,２８５ 1,２８８ 

3９２ 
４3４ 

５０５ ５５1 ６3８ ６７５ 
８1５ ７４５ ７９５ ８５８ 

６８3 
７1７ 

６８２ ６８５ 
７1９ 

７８８ 

８２０ ８７２ 
９５５ 

1,０４６ 

計２,２31 
２,3７７ 

２,４７3 ２,５3０ 
２,６５3 

２,７６０ 

２,９２７ ２,９０９ 
3,０3５ 

3,1９２ 

０

５００

1,０００

1,５００

２,０００

２,５００

3,０００

3,５００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

生活保護費 社会福祉費(主に障がい福祉費） その他（主に児童福祉費）

(億円)

(年度）



1６ 

（公債費の推移） 

11４ 13０ 1５５ 1８２ ２０3 ２3８ ２４６ ２７４ 3０3 3４1 

８８3 

７1９ ７０９ ６33 ６０５ 
５８４ ５６７ ５４２ 

５3９ 
５1８ 

計９９８ 

８４９ ８６４ 
８1５ ８０７ ８２２ ８13 ８1６ 

８４3 ８５９ 

０

２００

４００

６００

８００

1,０００

1,２００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

建設債等 臨時財政対策費

(億円)

(年度）

■公債費※は、低金利の影響により減少傾向にありましたが、令和元年度（２０1９ 年

度）は償還時期を迎えた市債の増に伴い、増加しました。 

※ 「公債費」とは、市債の償還や利子の支払いに要する経費のこと。 



1７ 

４ 市債の状況 

（市債残高の推移） 

■市債２-1の残高は、全会計では平成1６年度（２００４年度）から減少し続けています。 

一般会計では、平成1７年度（２００５年度）から減少を続けていましたが、近年は地

方交付税の振り替わりである臨時財政対策債 ２-２の発行が増えている影響で、平成

２４年度（２０1２年度）から増加に転じました。 

■市債残高の内訳は、一般会計では臨時財政対策債が ４９％を占めています。また、

特別・企業会計では、地下鉄を経営する高速電車事業会計と下水道事業会計が大

半を占めています。 

７,3７６ ６,８８９ ６,５1７ ６,1４６ ５,９７０ ５,７1５ ５,７3９ ５,７33 ５,６3４ ５,５７８ 

２,２６０ ２,６1５ ２,９９1 3,４31 3,８６５ ４,1９1 ４,４７７ ４,７９７ ５,０９3 ５,２６５ 

８,６９４ ８,3２０ ７,９3２ ７,５33 ７,２４1 ６,９５７ ６,６3９ ６,3０８ ５,９９２ ５,７２９ 

計1８,33０ 
1７,８２５ 

1７,４４０ 1７,11０ 1７,０７５ 1６,８６3 1６,８５５ 1６,８3９ 1６,７２０ 1６,５７２ 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

1０,０００

1２,０００

1４,０００

1６,０００

1８,０００

２０,０００

２０1０ ２０11 ２０1２ ２０13 ２０1４ ２０1５ ２０1６ ２０1７ ２０1８ ２０1９

建設債等（一般会計） 臨時財政対策債（一般会計） 特別・企業会計

(億円)

(年度）

２-1 「市債」とは、主に道路や公園等の施設を整備するために行う借金で、施設を使う次の世代の市民にも公平に

負担していただくため、おおむね 3０年かけて返済している。 

２-２ 「臨時財政対策債」とは、本来、地方交付税として交付されるべき額の不足を補うために発行する特別な市債

のことで、その元利償還金は後年度の地方交付税において全額措置されるもの。 



1８ 

５ 長期的な財政見通し（試算） 

（歳入の長期見通し） 

（歳出の長期見通し） 

■まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン ２０1９ において、いくつかの前提を置い

たうえで、長期的な財政見通しを試算しています。 

５,５3５ ５,５６２ ５,５７４ ５,５８５ ５,５９７ ５,６２０ ５,６3０ ５,６４０ ５,６５０ ５,６６０ ５,６７０ ５,６８０ ５,６９０ ５,７００ ５,７1０ 

２,９11 ２,９６９ 3,０3４ 3,1０3 3,1８４ 3,1９７ 3,1７3 
3,２００ 3,1６3 3,1４０ 3,1２６ 3,０９０ 3,０７０ 3,０８７ 3,０６６ 

５５２ ６７４ ６２1 ６６1 ８２７ ８1８ ７５3 ８７４ ７５1 ７０3 ６3６ ５７５ ５3９ ５９８ ５５８ 
1,２11 1,２２４ 1,1９６ 

1,1８3 
1,1５４ 1,13８ 1,1２3 1,1２3 1,1２６ 1,1２3 1,11４ 1,113 1,11５ 1,11６ 1,1０８ 

1８ ４５ 1５６ 1０1 
1６８ 11０ ４1 ４3 ６５ ７４ ７０ ６1 ４６ ７６ ６５ 

計1０,２２７ 
1０,４７４ 1０,５８０ 

1０,６3４ 
1０,９3０ 1０,８８3 1０,７1９ 1０,８８０ 1０,７５５ 1０,７０1 1０,６1６ 1０,５1９ 1０,４６０ 1０,５７７ 1０,５０７ 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

1０,０００

1２,０００

1４,０００

２０1９ ２０２０ ２０２1 ２０２２ ２０２3 ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０3０ ２０31 ２０3２ ２０33

一般財源 国・道支出金 市債 その他歳入 基金活用額

(億円)

(年度）

1,５６６ 1,５８０ 1,５６０ 1,５６1 1,５４５ 1,５3２ 1,５０４ 1,４９６ 1,５０８ 1,４９3 1,４８3 1,４８1 1,４８3 1,５０７ 1,５０７ 

８６９ ８９７ ９1０ ９1７ ９3９ ９５４ ９６２ ９９０ 1,０1８ 1,０５９ 1,０８７ 1,113 1,11６ 1,11０ 1,1０８ 

3,２０７ 3,２９６ 3,3７０ 3,４3４ 3,４９８ 3,４９４ 3,４８９ 3,４８５ 
3,４８1 3,４７７ 3,４７3 3,４７０ 3,４６６ 3,４６２ 3,４５９ 

1,０６２ 1,０７3 1,０８５ 
1,1０４ 1,11７ 1,111 1,０８3 1,０８3 1,０７２ 1,０８０ 1,０８９ 1,０８７ 1,０８７ 1,０９２ 1,1０４ 

1,０3４ 1,1４９ 
1,11４ 1,1９５ 

1,４４５ 1,４3７ 1,3２２ 1,５０1 1,3５1 1,２６７ 1,1６1 1,０４４ ９８3 1,０７９ ９９９ 

２,４８９ 
２,４７８ ２,５４０ ２,４２3 

２,3８５ ２,3５５ ２,3５８ ２,3２５ ２,3２４ ２,3２４ ２,3２3 ２,3２４ ２,3２５ ２,3２７ ２,3２９ 

計1０,２２７ 
1０,４７４ 1０,５８０ 1０,６3４ 

1０,９3０ 1０,８８3 1０,７1９ 1０,８８０ 1０,７５５ 1０,７０1 1０,６1６ 1０,５1９ 1０,４６０ 1０,５７７ 1０,５０７ 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

1０,０００

1２,０００

1４,０００

２０1９ ２０２０ ２０２1 ２０２２ ２０２3 ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０3０ ２０31 ２０3２ ２０33

職員費 公債費 扶助費 他会計繰出金 建設事業費 その他事業費

(億円)

(年度）



1９ 

（活用可能基金〔現金〕残高の見通し） 

※グラフ内の数値は、建設事業費の総額を示す。

２４０ 

33２ 

４４ 

４０ 

計６５７ ６５９ 
６3５ 

５８４ 

４６６ 

４０６ ４11 ４1５ 
４００ 

3７６ 
3５６ 3４５ 3４７ 

3２1 
3０６ 

０

２００

４００

６００

８００

２０1９ ２０２０ ２０２1 ２０２２ ２０２3 ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０3０ ２０31 ２０3２ ２０33

財政調整基金 土地開発基金 まちづくり推進基金 オリ・パラ基金 現金合計

(億円)

(年度）



２０ 

（建設債残高の見通し） 

※自然体・・・法定耐用年数経過に伴い、同規模の建替えを行った場合の水準 

0

2,000
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14,000

2019 2024 2029 2034 2039 2044 2049 2054 2059 2064

5,831億円
2019年 8,056億円

2033年(15年後)

1兆3,388億円
2037年【見通し期間内ピーク】

2068年(50年後)
6,387億円

8,214億円
2041年【見通し期間内ピーク】

自然体※の場合の建設債残高の推移

2023 2038 2043 2048 2053 2058 206320332028 2068

(15年後) (30年後) (50年後)

市営住宅

その他施設

インフラ

学校

2048年(30年後)
7,691億円

R1

（2019）

R5

（2023）

R10

（2028）

R15

（2033）

R20

（2038）

R25

（2043）

R30

（2048）

R35

（2053）

R40

（2058）

R45

（2063）

R50

（2068）

0

2002年
過去のピーク

9,159億円

2002年
過去のピーク

50万円

■１人当たり残高

30万円 42万円 44万円 43万円45万円

【見通し期間内ピーク】



２1 

２．他都市比較                                   

１ 普通会計性質別歳出の状況（市民一人当たりの義務的経費） 

（市民一人当たりの義務的経費） 

■札幌市は早くから効率的な職員配置など人件費の見直しに取り組んでおり、市民一

人当たりの人件費は他都市と比較すると最も少ない水準となっています。 

■市債の元利償還金である公債費は３番目に少ない水準となっています。 

■一方、扶助費は、生活保護率が高いことや、障害福祉サービス費や保育所運営費が

増加していることなどから、２番目に多い水準となっています。 

＜資料＞令和元年度決算 

※人口は２０２０年 1月 1日の住民基本台帳人口 



２２ 

２ 市債の状況（市民一人当たり市債残高） 

（市民一人当たり市債残高） 

■市民一人当たりの市債残高を比較すると、政令指定都市の中では６番目に低い水

準であり、平成の大合併よりも前に政令指定都市に指定された 1２市の中では２番

目に低い水準となっています（令和元年度（２０1９年度）普通会計決算）。 

※人口は２０２０年1月1日の住民基本台帳人口 



２3 

３ 財政指標 

（政令指定都市の財政健全化判断比率（令和元年度）） 

■札幌市は他の政令指定都市と比較して、単年度（実質公債費比率 ２-3）、将来（将来負

担比率２-４）ともに標準財政規模２-５に対する公債費による財政負担の割合が低くな

っています。 

２-3 実質公債費比率とは、公債費による財政負担の度合いで、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償

還金の標準財政規模に対する比率。 

２-４ 将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率。 

２-５ 標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す

もので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額。 



２４ 

（政令指定都市の財政力指数及び経常収支比率（令和元年度）） 

■財政力指数 ２-６ は、他の政令指定都市と比較して大きく下回っています（２０ 市中

1７ 位）。これは、標準的な行政サービスを自らまかなえる割合が低く、地方交付税

に頼る割合が高くなっていることを表しています。 

■経常収支比率 ２-７は、政令指定都市平均を下回る水準を維持することができたもの

の、経常的に入る財源のうち ９５.3％が義務的な経費に充てられるため、自由に使

える財源が４.７％しかなく、決して財政状況が良いとはいえません。 

２-６ 財政力指数とは、標準的な行政サービスを提供するために、自治体が標準的に収入し得る財源の割合を示し

たもの。この指数が１未満の自治体に対して地方交付税が交付され、１を下回るほど財政基盤が弱いと言え

る。 

２-７ 経常収支比率とは、市税や地方交付税等、経常的に入ってくる収入が、毎年経常的に支出される経費（人件

費、扶助費、公債費等）にどれだけ使われているかを示したもの。低いほど、財政の弾力性・自由度が高い。 


